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Ⅰ 要介護認定の申請から認定まで 

 

 

１ 要介護認定とは 

（１）介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護状態）

になった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介護予防サー

ビスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護サービスを受けることがで

きる。 

（２）この要介護状態や要支援状態にあるかどうか、要介護状態にあるとすればどの程度

かの判定を行うのが要介護認定であり、保険者である市町村に設置される介護認定審

査会で判定される。 

（３）要介護認定は介護サービスの給付額に結びつくことから、全国一律に客観的に定め

られた基準に基づく公平・公正な実施が求められている。 

 

２ 要介護認定の流れ 

（１）認定調査員による心身の状況調査（認定調査）及び主治医意見書に基づくコンピュ

ータ判定（一次判定）を行う。 

（２）保健・医療・福祉の学識経験者より構成される介護認定審査会により、一次判定結

果、主治医意見書等に基づき審査判定（二次判定）を行う。 

要介護認定等基準時間の算出 

 一 次 判 定 （コンピューターによる推計） 

心身の状況に関する調査 

 

認定申請 

介護認定審査会による審査判定 

二  次  判  定 

基本調査 特記事項 
主治医意見書 

要介護認定等の基礎 



３ 要介護認定の手順（法第 27 条、介護保険法施行規則第 35～37 条） 

 

 ① 申請  

 ・ 介護サービスを受ようとする被保険者は、申請書に被保険者証（第２号被保険者は 

  医療保険の被保険者証）を添え市町村に申請する。 

 ・ 申請書には、申請者の氏名等の他、主治医があれば、その氏名等、第２号被保険者 

  は特定疾病の名称等も記載する。 

 ・ 申請は、指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設若しくは介護保険

施設であって、介護保険法施行規則第３５条第３項の要件を満たすもの又は地域包括  

支援センターが手続を代行できる。 

 

 ② 認定調査の実施、主治医意見書の作成依頼  

 ・ 市町村は、申請者の心身の状況などについて、認定調査を行う。 

 ・ 認定調査のうち、新規の要介護認定申請の認定調査は、市町村職員が実施する。 

   ただし、指定市町村事務受託法人に委託することもできる。 

 ・ 新規の要介護認定申請の認定調査以外の認定調査については、指定居宅介護支援事 

  業者、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設若しくは地域包括支援センター 

又は介護支援専門員であって介護保険法施行規則第４０条第５項の要件を満たすもの 

に委託することができる。委託する場合、調査は、認定調査員資格のある介護支援専 

門員が行う。 

 ・ 認定調査の実施と並行して、市町村は主治医（主治医がいない場合は市町村の職員 

  である医師又は市町が指定する医師。）に、主治医意見書の作成を依頼する。 

 

 ③ コンピューターによる推計（一次判定）  

 ・ 認定調査の７４項目の基本調査結果、主治医意見書の記載内容の一部等を一次判定 

  用ソフトに入力し、一次判定を行う。 

 

 ④ 介護認定審査会による審査・判定（二次判定）  

 ・ 保健・医療・福祉の各分野の専門家で構成する介護認定審査会において、一次判定 

  の結果、特記事項、主治医意見書等をもとに審査・判定する。 

 ・ 審査会では、第１号被保険者については、要介護状態に該当すること及びその該当 

  する要介護状態区分を審査判定する。第２号被保険者については、要介護状態の原因 

  である身体上・精神上の障害が特定疾病によって生じたことも審査・判定する。 

 ・ また、審査会は、必要なとき、認定期間の短縮・延長、要介護状態の軽減または悪 

  化の防止のために必要な療養に関する事項、居宅サービスや施設サービス等の適切か 

  つ有効な利用等に関する留意事項について、市町に意見を述べることができる。 

 

 ⑤ 認定結果の通知  

・ 市町村は、介護認定審査会の審査・判定に基づいて要介護認定し、結果を被保険者 

へ通知するとともに被保険者証に該当する「要介護状態区分と居宅サービス等の利用

等に関する留意事項」を記載し、返付する。 

 

※ 要支援認定の場合も基本的には同様の手順である。(法第 32 条、規則第 49～51 条） 

 



４ 申請時期等 

 

（１）更新申請（法第 28 条、第 33 条） 

  ○ 認定の有効期間の満了日６０日前以降、認定の有効期間満了の日まで申請可能。 

  ○ 災害等の特段の事情がある場合には、有効期間満了後であっても特段の事情の消 

   滅後１月以内であれば更新認定可能。 

（２）区分変更申請（法第 29 条、第 33 条の２） 

  ○ 被保険者の心身の状況に変化があり、現在の要介護状態区分、要支援状態区分の 

   変更が必要な場合に申請可能。 

 

 

５ 認定の有効期間 

 

（１）期間 

  ア 新規認定及び区分変更認定は原則６か月 

  （ア）端数期間（月途中に新規認定申請した場合等の申請日から当該月の末日までの

期間）は、認定期間に加える。 

  （イ）認定の有効期間満了日は、必ず月の末日になる。ただし、申請日が月の初日の

場合は、申請日から６か月。 

  （ウ）市町村が介護認定審査会の意見に基づき、必要と認める場合は、新規認定・区

分変更認定のいずれについても、３～１２か月の範囲内で有効期間を設定するこ

とができる。 

 

  イ 更新認定は原則１２か月 

    市町村が介護認定審査会の意見に基づき、必要と認める場合は、３～１２か月又

は３～４８か月間の範囲内で有効期間を設定できる。 

    有効期間の原則 

申請区分等 
原則の 

認定有効期間 

設定可能な 

認定有効期間の範囲 

新規申請 ６か月 ３～１２か月 

区分変更申請 ６か月 ３～１２か月 

更新

申請 

（前回要支援→今回要支援） １２か月 ３～４８か月 

（前回要支援→今回要介護） ※１２か月 ※３～３６か月 

（前回要介護→今回要支援） １２か月 ３～３６か月 

（前回要介護→今回要介護） ※１２か月 ※３～４８か月 

     ※状態不安定による要介護１の場合は、６か月以下の期間に設定することが適当です。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）認定の効力発生時期 

認定の区分 効力発生時期 

新規認定 ・認定申請日 

更新認定 ・前回の認定の有効期間満了日の翌日（月の初日となる） 

・従前の要介護度が変わった場合等であっても同様に前回の 

  認定の有効期間の満了日の翌日 

区分変更認定 ・認定申請日 

・「みなし更新認定」については、更新認定同様、前回の認定 

 の有効期間満了日の翌日 

職権変更認定 ・職権変更を行った日 

 

（３）みなし更新認定 

  ア 区分変更申請した場合 

 審査判定の結果、従前の要介護度に変化がなく、かつ、申請日が有効期間満了日

の６０日前以内の場合、要介護更新認定申請が行われ、それに対する処分がなされ

たものとみなす。 

 

イ 要支援認定を受けている者が、有効期間満了日の６０日前以内に要介護認定申請

をした場合 

  審査判定の結果、従前どおり要支援状態と判定された場合については、要支援更

新認定申請が行われ、それに対する処分がなされたものとみなす。 

 

（４）みなし区分変更認定 

   要支援認定を受けている者が、要介護認定申請をした場合 

   審査判定の結果、異なった要支援状態と判定された場合については、要支援区分変 

  更申請が行われ、それに対する処分がなされたものとみなす。 

 

（５）要介護更新認定・要支援更新認定の取扱い 

  ア 要介護更新認定の際に要介護状態が変化していた場合 

  （ア）変化した後の要介護状態による更新認定を行う。 

  （イ）なお、この場合の効力発生時期は、現に受けている認定の要介護状態より高い

場合であっても低い場合であっても、また、要支援状態として認定された場合で

あっても、現に受けている認定の有効期間の満了日の翌日からとなる。 

 

  イ 要介護認定者の状態が「要支援状態」であった場合で現に受けている要介護認定

の有効期間の満了日が到来していない場合 

  （ア）申請を却下した上で、職権により要介護認定の取消及び新規の要支援認定を行

うことが適当である。 

  （イ）要介護認定者の状態が「自立」であった場合であって、現に受けている要介護

認定の有効期間の満了日が到来していない場合についても、申請を却下した上で、

職権により取消を行うことが適当である。 

 

  ウ 要支援更新認定の取扱い 

  （ア）基本的には、要介護更新認定の場合と同様である。 

（イ） なお、要支援更新認定申請を受けた審査判定の結果、要介護状態であることが

判明した場合については、要介護認定申請とみなして新規の要介護認定を行う。 

 

 



（参考） 
１ 申請日から３０日以内に認定（法第 27 条第 11 項） 

  認定は、原則として、申請日から３０日以内に行われる。ただし、市町村は特別の理由

がある場合（心身状況の調査に日時を要する等）、３０日以内に被保険者に処理見込期間

と理由を通知した上で、延期することが可能である。 

２ 被保険者 

   介護保険の被保険者には、次の２種類がある。（法第 9 条第 1 項、第 2 項） 

  ○第１号被保険者 市町区域内に住所を有する６５歳以上の者 

  ○第２号被保険者 市町区域内に住所を有する４０歳以上６５歳未満の医療保険加入者 

３ 要介護者・要支援者 

  ○要介護者（法第 7 条第 3 項） 

   ・要介護状態にある６５歳以上の者 

   ・要介護状態にある４０歳以上６５歳未満の者であって、その要介護状態の原因で    

ある身体又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病であ    

って政令に定める特定疾病によって生じたものであるもの 

  ○要支援者（法第 7 条第 4 項） 

   ・要支援状態にある６５歳以上の者 

   ・要支援状態にある４０歳以上６５歳未満の者であって、その要支援状態の原因で    

ある身体又は精神上の障害が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病であっ

て政令に定める特定疾病によって生じたものであるもの 

４ 特定疾病 

    ○特定疾病（施行令第 2 条） 

①がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至っ

たと判断したものに限る。）②関節リウマチ③筋萎縮性側索硬化症、④後縦靭帯骨化症、

⑤骨折を伴う骨粗鬆症、⑥初老期における認知症、⑦進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核

変性症状及びパーキンソン病、⑧脊髄小脳変性症、⑨脊柱管狭窄症、⑩早老症、⑪多系統

萎縮症、⑫糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症、⑬脳血管疾患、⑭閉塞

性動脈硬化症、⑮慢性閉塞性肺疾患、⑯両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形

性関節症 

５ 要介護状態・要支援状態 

  ○要介護状態（法第 7 条第 1 項） 

    身体上又は精神上の障害があるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基

本的な動作の全部又は一部について、６月間にわたり継続して、常時介護を要すると見

込まれる状態 

    ○要支援状態（法第 7 条第 2 項） 

     身体上又は精神上の障害があるために入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本

的な動作の全部若しくは一部について、６月間にわたり継続して常時介護を要する状態

の軽減若しくは悪化の防止に特に資する支援を要すると見込まれ、又は身体上若しくは

精神上の障害があるために６月間にわたり継続して日常生活を営むのに支障があると

見込まれる状態 

 ６ 認定調査について 

 （１）要介護認定に係る調査の実施者 

   ア 市町村職員による認定調査 

     要介護認定に係る調査（以下「認定調査」という。）のうち、新規の要介護認定申

請に係る認定調査については、市町職員が実施する。 

   イ 指定市町村事務受託法人への委託 

     ただし、市町村は認定調査を指定市町村事務受託法人に委託することができる。 



   ウ 指定居宅介護支援事業者等への委託 

     市町村は、新規の要介護認定に係る認定調査を除き、認定調査を指定居宅介護支援

事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設若しくは地域包括支援センター

又は介護支援専門員であって規則第４０条第５項の要件を満たすものに委託するこ

とができる。  

  【根拠規定】 

    「要介護認定等の実施について」（平成 21 年 9 月 30 日付け老発 0930 第 5 号 

厚生労働省老健局長通知） 

 （２）認定調査を実施するためには、都道府県又は指定都市が実施する認定調査に関する研

修（認定調査員研修）を修了することが必要である。 

 （３）次に該当する介護支援専門員は、この研修を受講しなくても認定調査に従事する 

   ことができるため、この研修を受講する必要はない。 

 

 

 

  （理由） 

    実務研修の課程に認定調査に関する研修と同等の内容が含まれていたため。 

  【根拠規定】 

    「介護支援専門員実務研修事業実施要綱」（平成 11 年 4 月 2 日付け老発第 316 号 

  厚生省老人保健福祉局長通知）（平成 15 年 7 月 10 日改正）4（2） 

 

 

【参考】認定調査実施までのフロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 11 年 8 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日の間に広島県が指定する法人が実施した

介護支援専門員実務研修を修了した者 

① 平成 11 年 7 月 31 日以前に実務研修を修了した者 

 

 

 

② 平成 11 年 8 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日までに実務研修を修了した者 

 

 

③ 平成 15 年 4 月 1 日以降に実務研修を修了した者 

実務研修 介護支援専門員登録 実務研修補修研修又は

認定調査員新規研修 

認定調査の実施 

実務研修 介護支援専門員登録 認定調査の実施 

実務研修 介護支援専門員登録 認定調査員新規研修 認定調査の実施 



 

 

【参考：関係法令等】 

 

 ○介護保険法 第一章 総則 第 7 条 

        第三章 介護認定審査会 第 14～17 条 

        第四章 保険給付 第二節 認定 第 27～39 条 

  

○介護保険法施行令 第一章 総則 第 2 条 

           第二章 介護認定審査会 第 5～10 条 

第三章 保険給付 第二節 認定 第 12～14 条 

  

○介護保険法施行規則 第一章 総則 第 2～3 条 

第三章 保険給付 第二節 認定 第 35～60 条 

 

○要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令 

  （平成１１年 厚生省令第５８号） 

  介護保険法施行規則の一部を改正する省令（要介護認定等に係る介護認定審査会による 

  審査及び判定の基準等に関する省令の一部改正） 

  （平成１８年３月１４日 厚生労働省令第３２号）  

 

○要介護認定等基準時間の推計の方法 

 （平成１２年 厚生省告示第９１号） 

 要介護認定等基準時間の推計の方法の一部を改正する件 

 （平成２１年３月３１日 厚生労働省告示第１８９号） 

 

○要介護認定等の実施について 

 （平成２１年９月３０日老発 0930 第 5 号 厚生労働省老健局長通知） 

（令和６年４月１日一部改正） 

 

○要介護認定における「認定調査票記入の手引き」、「主治医意見書記入の手引き」及び 

 「特定疾病にかかる診断基準」について 

  （平成２１年９月３０日老老発 0930 第 2 号 厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

  （令和３年８月１６日一部改正） 

 

○介護認定審査会の運営について 

 （平成２１年９月３０日老発 0930 第 6 号 厚生労働省老健局長通知） 

 （平成３０年３月２３日一部改正） 

 

 

【参考：関連ホームページ］ 

 

○広島県 「要介護・要支援の認定制度について」 

  http://www.pref.hiroshima.lg.jp/page/1210572314281/index.html 

 

○厚生労働省 「要介護認定適正化事業」 

  http://www.nintei.net/index.html 

 

 

 

 



Ⅱ 要介護認定のしくみ 

 

１ 認定の基準 

 
要介護認定は、「介護の手間」の多寡により要介護度を判定するものである。 

要介護認定の審査判定は、「介護の手間に係る審査判定」と「状態の維持・改善可能

性に係る審査判定」の２つに分けることができる。 

 

（１）介護の手間に係る審査判定 

  「介護の手間に係る審査判定」は、介護サービスがどのくらい必要であるか、すなわ

ち、介護の手間を客観的に判断するものである。したがって、その方の病気の重症度や、

「介護が大変そうだ。」などの主観により決めるものではない。 

  （病気の重症度と要介護度の高さが必ずしも一致しない場合がある。) 

  「介護の手間に係る審査判定」では、介護の手間を「介護にかかる時間」で表すこと

としており、実際の介護の現場における介護時間（１分間タイムスタディ）の結果をも

とに、５つの分野の介護行為（「直接生活介助」、「間接生活介助」、「ＢＰＳＤ関連行為」、

「機能訓練関連行為」及び「医療関連行為」）を合計した「介護にかかる時間」（要介護

認定等基準時間）を尺度“ものさし”としている。 

  要介護度を表すには、さまざまな“ものさし”が考えられる。その中で、現状では最

も客観的であると考えられるものが「介護にかかる時間」であることから、「介護にか

かる手間」を全国共通の“ものさし”としている。 

  このため、「介護の手間に係る審査判定」において、精神的負担感や家族構成などの、

「介護にかかる時間」以外の観点から要介護認定等を行うことは、公平公正の観点のみ

ならず、適正給付の観点からも適当ではない。 

 

（２）状態の維持・改善可能性に係る審査判定 

  「介護の手間に係る審査判定」で「要介護認定等基準時間３２分以上５０分未満」と

された者に対しては、続いて「状態の維持・改善可能性に係る審査判定」を行う。具体

的には、「認知機能の低下の評価」及び「状態の安定性に関する評価」の結果に基づき、

「要支援２」と「要介護１」のいずれかが一次判定として審査会資料に表示され、この

結果と、特記事項、主治医意見書の記載を比較検討し、整合性の確認を行い、必要に応

じて変更する。 

予防給付の適切な利用が見込まれない状態像の者を「要介護１」と判定して、予防給

付の対象から除外し、残りの者を「要支援２」と判定する。 

 

 



２ 審査及び判定の流れ 

 

  要介護認定の申請から介護認定審査会における審査及び判定の流れは、次のとおり。 

 

（参考）審査及び判定の手順 

 

 

 

 

 



３ 一次判定 

 

（１）一次判定の流れ 

  ⅰ 基本調査による心身の状況の把握 

① 一群（身体機能・起居動作に関連する項目） 

② 二群（生活機能に関連する項目） 

③ 三群（認知機能に関連する項目） 

④ 四群（精神・行動障害に関連する項目） 

⑤ 五群（社会生活への適応に関連する項目） 

⑥ 特別な医療に関連する項目 

⑦ 日常生活自立度に関連する項目 

 

  ⅱ 介護の手間に係る審査判定 

認定調査の７４項目の基本調査結果と主治医意見書の記載内容の一部等をコンピ

ューターに入力し、一次判定用ソフトウェアによって分析・判定し、一次判定を行う。 

基本調査①～⑤に基づいて、５分野８つの介護行為ごとに樹形モデルで「要介護

認定等基準時間」を推計する。 

 

〔樹形モデル〕 

   １ 直接生活介助  食事 

             排泄 

             移動 

             清潔保持 

   ２ 間接生活介助 

   ３ ＢＰＳＤ関連行為 

   ４ 機能訓練関連行為 

   ５ 医療関連行為 

 

 

（参考）樹形モデルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４つの樹形モデルに分けて、

基準時間を推計して合算 

 

基本調査の⑥特別な医療に該当する項目ごとに

定められた時間を加算 



  ⅲ ５分野の「要介護認定等基準時間」を合計 

 ５分野８つの介護行為ごとに樹形モデルで推計された「要介護認定等基準時間」

を合計する。 

 

   ⅳ 「認知症加算」の「要介護認定等基準時間」を合計 

 運動能力の低下していない認知症高齢者については、認知症加算が加算される。 

一次判定は、５分野の「要介護認定等基準時間」の合計時間に、基準時間を積み

足す認知症加算後の「要介護認定等基準時間」をもとに区分される要介護度となる。 

 

（参考）要介護状態区分と要介護認定等基準時間との関係 

区    分 要 介 護 認 定 等 基 準 時 間 

非該当 ２５分未満 

要支援１     ２５分以上 ３２分未満 

要支援２・要介護１     ３２分以上 ５０分未満 

要介護２ ５０分以上 ７０分未満 

要介護３ ７０分以上 ９０分未満 

要介護４ ９０分以上 １１０分未満 

要介護５ １１０分以上 

 

ⅴ 状態の維持・改善可能性に係る審査判定 

    さらに、「介護の手間に係る審査判定」で「要介護認定等基準時間３２分以上５０

分未満」とされた者に対しては、「認知機能の低下の評価」及び「状態の安定性に関

する評価」の結果に基づき、「要支援２」と「要介護１」のいずれかに振り分ける。 

   

（参考）保険給付と要介護状態区分のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

予防給付 介護給付 
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（参考）中間評価項目の得点 

認定調査によって把握された心身の状況に基づいて、機能や状態を総合的に評価し、

わが国の要介護高齢者の状態像の典型例を中間評価項目として、樹形モデルに包含して

いる。 

中間評価項目の得点は、高齢者の状態において、一定の特徴や、実際に受けている介

助の内容を反映する総合的な指標となっている。この総合的な指標を、「群」と呼び、こ

の群に含まれる複数の調査項目の結果を総合化した指標として得点を示す。 

中間評価項目とは、高齢者の状態について関連する複数の項目の認定調査結果を集約

し、これを基準化し、得点化したものである。 

中間評価項目の利用によって、ある高齢者の一つの調査項目の結果が、いわゆる一般

的な高齢者の調査結果の傾向と異なる不自然なもののように見えたとしても、他の調査

項目の選択傾向に相殺される中間評価項目の得点とすることで、異常な値として反映さ

れることを少なくすることができる。このことにより、要介護認定は、より安定した判

定がなされることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）樹形モデルによる「要介護認定等基準時間」の推計 

 

   コンピューターによる一次判定用ソフトウェアは、平成１９年１月～３月に実施さ

れた「高齢者介護実態調査（介護保険施設調査：約 3、000 人）」の結果を基に作成さ

れており、訪問調査の結果を入力すれば、その方に対して行われると思われる介護に

要する時間を推計できる。 

   この時間は、どのくらいの介護サービスが必要かを示す指標であり「要介護認定等

基準時間」と呼ばれている。その推計方法は、厚生労働大臣により定められており、

算出された「要介護認定等基準時間」をもとに一次判定における要介護状態が区分さ

れる。 

   一次判定のコンピュータシステムは、訪問調査の項目等ごとに選択肢を設け、調査

結果に従い、それぞれの方を分類してゆき、「高齢者介護実態調査」のデータの中から

その心身の状況が最も近いデータを探しだして、そのデータから「要介護認定等基準

時間」を推計するシステムである。この方法は「樹形モデル」と呼ばれる。 

 

（３）要介護認定等基準時間 

 

要介護認定等基準時間は、その人の基本調査の結果である「能力」、「介助の方法」、

「(障害や現象の)有無」から統計データに基づき推計された介護に要する時間(介護の

手間)を「分」という単位で表示したものである。この時間に基づいて一次判定の要介

護度が決定される。 

この要介護認定等基準時間は、実際のケア時間を示すものではありませんが、行為

ごとの介護の手間が相対的にどの程度かかっているかを示している。 

要介護認定等基準時間は、日常生活における５分野８つの生活場面ごとの行為（「直

接生活介助(食事、排泄、移動、清潔保持)」、「間接生活介助」、「ＢＰＳＤ関連行為」、

「機能訓練関連行為」、「医療関連行為」）の区分ごとの時間と「認知症加算」の時間の

合計になる。 

区分ごとの時間は、樹形モデルに基づいて算出される。 

 

（参考）行為区分ごとの時間が表す行為 

直接生活介助 入浴、排泄、食事等の介護 

間接生活介助  洗濯、掃除等の家事援助等 

ＢＰＳＤ関連行為  徘徊に対する探索、不潔な行為に対する後始末等 

機能訓練関連行為  歩行訓練、日常生活訓練等の機能訓練 

医療関連行為  輸液の管理、じょくそうの処置等の診療の補助等 

 

（４）樹形モデルによる要介護認定等基準時間の推計を行う方法の妥当性 

 

高齢者の複雑な状態像をできるだけ、調査項目間の関係性として示し、これらの状

態像をそのまま、判定結果に反映させることができる方法論として、現行の要介護認

定に用いられている樹形モデルが選択された。 

ある調査項目の判定結果と、他の結果との関係性を具体的に示し、介護サービスの

内容や量をある程度、予測し、表現できるものとして、樹形モデルが選択されたとい

える。また、このモデルは、より介護現場の実態を現す方法でもある。(この樹形モデ

ルは、医療や福祉等の専門的な観点からでなく、実態データを分析した結果によって

作られている。) 

 



（５）認知症加算 

 

運動能力の低下していない認知症高齢者に関しては、過去の全国での審査データを

分析し、得られた結果に基づき、時間(＝介護の手間)を加算して表示する。 

平成１５年度の認定ロジックの改訂の際に運動能力の低下していない認知症高齢者

の指標が導入された。これは、過去のデータから審査会の審査を経ることで要介護認

定等基準時間で示された要介護状態区分より高い区分の判定がされるグループの特性

を同定し、その特性がある高齢者には審査会資料に「レ点」を表示し、その数に応じ

て要介護状態区分を一段階ないし二段階上げる判定を行っていたものである。 

平成２１年度からは要介護認定等基準時間の観点に基づき介護の手間について特記

事項及び主治医意見書から議論する審査判定原則に立ち返ることを目的に、従前の「レ

点」による要介護状態区分を一段階ないし二段階上げる方式から、認知症加算として、

基準時間を積み足す方式を採用している。 

樹形モデルから算出された時間から導き出される要介護状態区分が必ず繰り上がる

ように、隣り合う要介護状態区分の境目の分数の中間点の差を積み足す分数としてい

る。 

 

（参考）認知症加算のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 二次判定 

 

  二次判定は、市町村が設置する介護認定審査会（保健・医療・福祉の学識経験者５名

程度で構成）において、一次判定結果、主治医意見書、認定調査の特記事項により、厚生

労働省令による基準に照らしあわせて、審査及び判定を行う。 

 

（１）基本調査内容の確認 

基本調査の結果について、認定調査の特記事項、主治医意見書の内容の矛盾（不整

合）を確認する。内容に不整合があった場合には、①再調査を実施する、②必要に応

じて主治医、調査員に照会の上、調査結果の一部修正を行う。 

また、第２号被保険者については、主治医意見書の記載内容に基づき、要介護状態

または要支援状態の原因である障害が特定疾病によって生じていることを「特定疾病

にかかる診断基準」に照らして確認する。 

 

（２）介護の手間に係る審査判定 

確定した一次判定について、認定調査の特記事項、主治医意見書の内容をもとに介

護にかかる時間を検討する。このとき、通常の例に比べてより長い（短い）時間を介

護に要すると判断される場合には、一次判定の変更が検討される。 

介護の手間にかかる審査判定では、特記事項、主治医意見書をもとに、介護認定審

査会委員の経験や専門性の観点から、一次判定ソフトの推計では評価しきれない申請

者の具体的な介護の手間について検討を行います。(介護の手間の議論のためには、特

記事項、主治医意見書に変更の根拠となる介護の手間が明確に記載されている必要が

ある。) 

 

（３） 状態の維持・改善性に係る審査判定 

  ア 基本的な考え方 

要介護認定等基準時間３２分以上５０分未満の申請者は、「認知機能の低下の評価」

及び「状態の安定性に関する評価」の結果に基づき、「要支援２」と「要介護１」のい

ずれかが一次判定として審査会資料に表示される。 

表示された結果と、特記事項、主治医意見書の記載を比較検討し、整合性の確認を

行い、必要に応じて変更を行うことができる。 

認知機能の低下、状態安定性に関する評価を変更する際は、具体的な理由を特記事

項及び主治医意見書から明らかにする。 

 イ 留意点 

「要支援２」と「要介護１」は、介護の手間や病状の重篤度、心身機能の低下の度

合いで判断されるものではない。 

「状態の安定性」は、病状そのものではなく、介護の手間の増加につながる変化が

概ね６ヵ月以内に発生するかどうかという視点で検討する。 



次の二つの要件のいずれかに該当する場合は「要介護１」、いずれにも該当しない場

合は「要支援２」になる。 

① 認知機能や思考・感情の障害により予防給付の利用に係る適切な理解が困難で

ある場合 (目安として認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上) 

② 短期間で心身の状態が変化することが予測され、それに伴い、要介護度の重度

化も短期間に生ずるおそれが高く、概ね６ヵ月程度以内に要介護状態等の再評

価が必要な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 介護認定審査会が付する意見 

介護認定審査会では、要介護状態区分の決定後、特に必要と考えられる場合には、

次の二点に関する意見を審査会の意見として付すことができる。 

① 認定の有効期間を原則より短くあるいは長くする。 

② 要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養についての意見 (特に、

明らかに介助が不足し、適切な介助が必要な場合の療養についての意見) 

 



  

 

Ⅲ 留意事項 

 

 

  ○ 要介護認定は、全国一律の基準で、公平・公正に実施 

○ 個人の秘密は守る 

 

 【認定調査員】 

 

○ 危険な行為は絶対にしない 

  ○ 状況を十分に聞き取る 

  ○ 推測で記入せず、必ず「認定調査票記入の手引き」を確認 

  ○ 特記事項は、審査判定に必要な情報(介護の手間・頻度、選択 

根拠等)を簡潔明瞭に記載 

  ○ いつも親切・丁寧に 

  ○ 身分証明書を提示して調査実施 

○ 更新申請は、早めに、忘れずに 

○ 営業活動は禁止 

 

 

 【介護認定審査会委員】 

 

○ まず「基本調査の結果」を、「特記事項」、「主治医意見書」と

比較検討し、明らかな矛盾がないか確認 

○ 特定疾病は「主治医意見書」で確認 

○ 一次判定の変更は、「特記事項」、「主治医意見書」に基づく 

○ 各委員は異なる分野の専門家 

    積極的に意見を述べて審査判定を 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 要介護認定等の実施について 

 
 

 

 

 

 

 



 

記 

 

１  要介護認定等に係る申請 

（１）要介護認定（要支援認定）の新規申請及び更新申請 

   要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）を受けようとする被保険者

は、別添１－１に示す申請書に被保険者証を添付して市町村（要介護認定を

実施する広域連合及び一部事務組合等を含む。以下同じ。）に申請を行うも

のとする。ただし、当該被保険者が介護保険法施行規則（平成 11年厚生労

働省令第 36号。以下「規則」という。）第 26条第１項の規定により被保険

者証の交付を受けた第二号被保険者以外の第二号被保険者（以下「被保険者

証未交付第二号被保険者」という。）であるときは、当該申請書に被保険者

証を添付することは要しない。要介護更新認定又は要支援更新認定を受け

ようとする場合も同様とする。 

（２）要介護認定（要支援認定）区分変更申請 

   要介護状態区分又は要支援状態区分の変更の認定を受けようとする被保

険者は、別添１－２に示す申請書に被保険者証を添付して市町村に申請を

行うものとする。 

（３）サービスの種類指定の変更申請 

   介護保険法（平成９年法律第 123号。以下「法」という。）第 37条第１

項の規定に基づき介護給付等対象サービスの種類の指定を受けた被保険者

が当該指定に係る居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護

予防サービス又は地域密着型介護予防サービスの種類の変更の申請を行う

場合は、別添１－３に示す申請書に被保険者証を添付して市町村に申請を

行うものとする。 

（４）その他 

   （１）から（３）に係る申請について、別添１－１、１－２及び１－３に

示す様式と異なる様式を使用することは差し支えないが、規則の各条に規

定する申請書への記載事項に加え、別添１－１、１－２及び１－３に示す事

項を含むものとする。 

 

２ 要介護認定に係る調査の実施者 

（１）市町村職員による認定調査 

   要介護認定に係る調査（以下「認定調査」という。）のうち、新規の要介

護認定申請に係る認定調査については、市町村職員が実施する。 

（２）指定市町村事務受託法人への委託 

   ただし、市町村は認定調査を指定市町村事務受託法人に委託することが

できる。なお、指定市町村事務受託法人における認定調査は介護支援専門員

が行うことを基本とする。 

（３）指定居宅介護支援事業者等への委託 



 

   市町村は、新規の要介護認定に係る認定調査を除き、認定調査を指定居宅

介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設若しくは地域

包括支援センター（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）又は介護

支援専門員であって規則第 40条第５項の要件を満たすものに委託すること

ができる。 

（４）認定調査員 

   市町村職員、認定調査について市町村から委託を受けた指定市町村事務

受託法人に所属する介護支援専門員その他の保健、医療又は福祉に関する

専門的知識を有する者、指定居宅介護支援事業者等に所属する介護支援専

門員並びに介護支援専門員であって、本職通知（「認定調査員等研修事業の

実施について」（平成 20年６月４日老発第 0604001号）により都道府県又

は指定都市が実施する認定調査に関する研修（認定調査員研修）を修了した

者（以下「認定調査員」という。）が、別途老人保健課長名で通知する「認

定調査票記入の手引き」に従って、別添２に示す認定調査票を用いて認定調

査の対象者（以下「調査対象者」という。）に関する認定調査を実施する。

ただし、調査対象者に対して３に規定する主治医意見書を記載する医師で

あって介護支援専門員である者は、当該調査対象者に対して、当該申請に関

する認定調査を行うことはできない。 

   介護支援専門員以外の保健、医療、福祉に関する専門的知識を有する者

は、以下の①又は②のいずれかに該当する者とする。 

  ① 規則第 113 条の２第１号又は第２号に規定される者であって、介護に

係る実務の経験が５年以上である者 

  ② 認定調査に従事した経験が１年以上である者 

 

３ 主治医の意見の聴取 

  要介護認定申請を受理した市町村は、審査対象者の主治医（当該調査対象者

の主治医がいない場合は、市町村の職員たる医師又は市町村が指定する医師。

以下同じ。）に対し、別途老人保健課長名で通知する「主治医意見書記入の手

引き」に従って、別添３に示す主治医意見書への意見の記載を求め、記載され

た主治医意見書を回収する。 

 

４ 介護認定審査会での審査判定 

  介護認定審査会は、認定調査の結果及び主治医意見書の内容に基づき、本職

通知（「介護認定審査会の運営について」（平成 21年 9月 30日老発 0930第

6号））に規定する方法により審査判定を行う。 

 

５ 住所移転後の要介護認定の取扱い 

  法第 36条に規定する、要介護認定に係る事項を証明する書面の様式は別添

４の通りとする。 



（別添１－１） 

 

介護保険    要介護認定・要支援認定    申請書 

要介護更新認定・要支援更新認定 

 

○ ○市（町村）長  様 

次のとおり申請します。  

被 
 
 
 
 
 
 
 

保 
 
 
 
 
 
 
 

険 
 
 
 
 
 
 
 

者 

介護保険 

被保険者番号 

          
個人番号             

医

療

保

険 

保険者名  保険者番号  

被保険者証 記号  番号  枝番  

ﾌﾘｶﾞﾅ  
生年月日 明・大・昭    年    月     日 

氏    名 
 

性    別 男     ・     女 

住    所 

〒 

 

                                 電話番号 

前回の要介護

認定の結果等 

 

*要介護・要
支援更新認
定の場合の
み記入 

要介護状態区分 １  ２  ３  ４  ５    要支援状態区分 １  ２ 

有効期限  平成・令和    年    月    日から令和    年    月     日  

※14 日以内
に他自治体
から転入し
た者のみ記
入  

転出元自治体（市町村）名［        ］  

 

現在、転出元自治体に要介護・要支援認定を申請中ですか。  

（既に認定結果通知を受け取っている場合は「いいえ」を選択してください）   はい ・ いいえ  

 

「はい」の場合、申請日 令和   年   月   日  

過去６月間の  

介護保険施設、  

医療機関等への  

入院、入所の  

有無  

介護保険施設等の名称等・所在地  

期間    年    月    日～   年    月    日  

介護保険施設等の名称等・所在地  

期間    年    月    日～   年    月    日  

医療機関等の名称等・所在地  

期間    年    月    日～   年    月    日  

有  ・  無 
医療機関等の名称等・所在地  

期間    年    月    日～   年    月    日  

 

提
出
代
行
者 

名  称 

該当に○（地域包括支援センター・居宅介護支援事業者・指定介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院）

 

                                                                                             

住  所 

〒 

 

                                      電話番号 

 

主 治 医 

主治医の氏名 
 

医療機関名 
 

所   在   地 

〒 

 

                             電話番号 

 

第二号被保険者（40 歳から 64 歳の医療保険加入者）のみ記入 

特定疾病名 
 

 

 介護サービス計画の作成等介護保険事業の適切な運営のために必要があるときは、要介護認定・要支
援認定にかかる調査内容、介護認定審査会による判定結果・意見、及び主治医意見書を、○○市（町
村）から地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者若しくは介護保険施設の
関係人、主治医意見書を記載した医師又は認定調査に従事した調査員に提示することに同意します。  

              

申請年月日   令和   年   月  日 

本人氏名 



（別添１－２） 

 

介護保険 要介護認定・要支援認定区分変更申請書 

 

○ ○市（町村）長  様 

次のとおり申請します。  

被 
 
 
 
 
 
 
 

保 
 
 
 
 
 
 
 

険 
 
 
 
 
 
 
 

者 

介護保険 

被保険者番号 

          
個人番号             

医

療

保

険 

保険者名 
 

保険者番号  

被保険者証 記号 
 

番号 
 

枝番  

ﾌﾘｶﾞﾅ  
生年月日 明・大・昭    年    月     日 

 

氏    名 

 

 

 

 
性    別 男     ・     女 

住    所 

〒 

 

                                 電話番号 

前回の要介護

認定の結果等 

要介護状態区分 １  ２  ３  ４  ５     要支援状態区分 １  ２ 

有効期限   平成・令和    年    月    日から令和    年    月    日 

変更申請の 

理由 

 

過去６月間の 

介護保険施設 

医療機関等 

入院、入所の 

有無 

介護保険施設の名称等・所在地  

期間    年    月    日～   年    月    日  

介護保険施設の名称等・所在地 
期間    年    月    日～   年    月    日  

医療機関等の名称等・所在地 

期間    年    月    日～   年    月    日  

有  ・  無 医療機関等の名称等・所在地 
期間    年    月    日～   年    月    日  

 

提
出
代
行
者 

名  称 

 

該当に○（地域包括支援センター、居宅介護支援事業者・指定介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護医療院）

 

                                                                                             

住  所 

〒 

 

                                      電話番号 

 

主 治 医 

主治医の氏名 
 

医療機関名 
 

所   在   地 

〒 

 

                             電話番号 

 

第二号被保険者（40 歳から 64 歳の医療保険加入者）のみ記入 

特定疾病名 
 

 

 介護サービス計画の作成等介護保険事業の適切な運営のために必要があるときは、要介護認定・要
支援認定にかかる調査内容、介護認定調査会による判定結果・意見、及び主治医意見書を。○○市
（町村）から地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者若しくは介護保険施
設の関係人、主治医意見書を記載した医師又は認定調査に従事した調査員に提示することに同意し
ます。  

                                              

申請年月日   令和   年   月  日 

本人氏名 





（別添２） 

 

 

                  保険者番号      被保険者番号     

認定調査票（概況調査） 

Ⅰ 調査実施者（記入者） 

実施日時 令和  年  月  日 実施場所  自宅内 ・ 自宅外（                   ） 

ふ り が な  

所 属 機 関 

 

記入者氏名  

Ⅱ 調査対象者 

過去の認定 
初回・２回目以降 

（前回認定  年 月 日） 
前回認定結果 

 非該当・要支援（  ）・要介護
（  ）  

ふ り が な  

性別 男・女 生年月日 
明治・大正・昭和 

   年  月  日対象者氏名 
 

現住所 
〒   - 

 
電 話    －    － 

家族等 
連絡先 

〒   - 
 
氏名（        ）調査対象者との関係

電 話    －    － 

Ⅲ 現在受けているサービスの状況についてチェック及び頻度を記入してください。 

在宅利用 〔 認定調査を行った月のサービス利用回数を記入。(介護予防)福祉用具貸与は調査日時点の、特定(介護予防)福祉用具販売は過去６月の 

品目数を記載 〕 

□ 訪問介護(ホームヘルプ)･訪問型サービス               月  回 □(介護予防)福祉用具貸与                         品目 

□ (介護予防)訪問入浴介護                       月  回 □特定(介護予防)福祉用具販売                     品目 

□ (介護予防)訪問看護                           月  回 □住宅改修                                  あり・なし 

□ (介護予防)訪問リハビリテーション                                      月  回 □夜間対応型訪問介護                          月  日 

□ (介護予防)居宅療養管理指導                   月  回 □(介護予防)認知症対応型通所介護              月  日 

□ 通所介護(デイサービス)･通所型サービス                                  月  回 □(介護予防)小規模多機能型居宅介護            月  日 

□(介護予防)通所リハビリテーション（デイケア）             月  回 □(介護予防)認知症対応型共同生活介護          月  日 

□(介護予防)短期入所生活介護(ショートステイ)          月  日 □地域密着型特定施設入居者生活介護            月  日 

□(介護予防)短期入所療養介護(療養ｼｮｰﾄ)          月  日 □地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護    月  日 

□(介護予防)特定施設入居者生活介護              月  日 □定期巡回・随時対応型訪問介護看護           月  回 

□看護小規模多機能型居宅介護                    月  日  

□市町村特別給付［                                             ］ 

□介護保険給付外の在宅サービス［                                      ］ 
 

施 設 等 利 用   

□介護老人福祉施設  □介護老人保健施設  □介護医療院  □特定施設入居者生活介護適用施設  

□認知症対応型共同生活介護適用施設(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ)  □医療機関(医療保険適用療養病床)   □医療機関(療養病床以外)  

□養護老人ﾎｰﾑ※１  □軽費老人ﾎｰﾑ※１  □有料老人ﾎｰﾑ※１，２  □ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅※１  □その他の施設等 

施 設 等 連 絡 先 

施設等名                       

郵便番号    －                 電話    －    － 

住所 
※１ 特定施設入居者生活介護適用施設を除く。  ※２ サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けているものを除く。 
Ⅳ 調査対象者の家族状況、調査対象者の居住環境（外出が困難になるなど日常生活に支障となるような環境

の有無）、施設等における状況、日常的に使用する機器・器械の有無等について特記すべき事項を記入して

ください。 

※家族状況 □独居 □同居（夫婦のみ） □同居（その他） 

  
 
 

 

調査は、調査対象者が通常の状態（調査可能な状態）であると

きに実施して下さい。本人が風邪をひいて高熱を出している等、

通常の状態でない場合は再調査を行って下さい。 

 

（家族状況については、左のいずれかにチェック
するとともに特記すべき事項を記載） 






















